152V1　付属証明書
エコマーク商品類型No.152「テレビVersion1」付属証明書

本付属証明書は、エコマーク商品類型No.152「テレビVersion1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：20
	年
	
	月
	
	日

	申込商品ブランド名
	

	申込者（会社名）
	



	＜付属証明書の作成方法＞
1. 申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。
「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。
2. 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。
「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。
3. 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。
4. 「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。



	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示（予定）の媒体について記載下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書（パンフレットなど）等にエコマークを表示すること
	[bookmark: チェック9]表示媒体：□製品　／ □包装　／□取扱説明書
□商品説明書(カタログ・リーフレット)　／　□Web 
□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】


	エコマーク表示予定設計図

エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図（書式自由・原稿）をご提出下さい。


	
	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載下さい。
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】



	項目
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／□自社
（該当する事項をチェックして下さい）
	他社開発製品の場合、申込承諾書（記入表0）
	申込承諾者

	本商品類型で、既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない
（該当する事項をチェックして下さい）

（ブランド名以外変更がなければ、以下の項目の証明は不要です）
	エコマーク商品認定審査結果通知書の写し

変更点についての認定基準に対する証明書（変更がある場合）
	

	対象
	記入欄

	型式・品番名
	

	ディスプレイの種類
	[bookmark: _GoBack]□液晶(LEDバックライト)　／□有機EL　／□プラズマ／　□その他［　　　　　　　　］

	画面サイズ
	
	画素数(水平×垂直　画素)
	　　　　　　×　　　　　　

	用途
	□一般　／　□携帯用　／　□浴室設置用　／　□車載用　／　□その他[             ]

	省エネ法適用
	□有　／　□無

	家電リサイクル法の適用
	□有　／　□無　　　　　　有りの場合　□Aグループ　/ □Bグループ

	内蔵機能・その他の機能
	□光学ディスク(□BD ／　□DVD、□録画・再生／□再生のみ)
□HDD [HDD容量：　　　　　　　　　B]

チューナー数：　地上デジタル：[  ]、BS・110度CSデジタル：[　　]、地上アナログ：[    ]
              ワンセグ：[　　]
□インターネット対応(□有線　／　□無線LAN)　／　□3D ／　□外付けHDD

	チューナーセパレートタイプ
	□該当　／　□非該当



	
分析試験場

	一般原則
	分析試験場はISO/IEC17025（一致規格JIS Q17025）に従って運営されていること（認定までは問わない）。申請者は書類作成と分析の費用を負担する

	製造者の試験事業者である場合の特別な要求事項
	監督官庁がサンプリングや分析過程を監視しているか、または分析と試験の実施の認可を受けているか、その製造者がサンプリングと分析を含む品質システムを確立しISO9001（一致規格JIS Q9001）を保持しているか、またはサンプリングと分析を含む品質システムについてISO9001に準拠する社内規格がありそれに則して測定が行なわれている場合には、製造者の試験場は分析やテストを執り行うことが認められる

	試験
	試験を行なった試験事業者について、それぞれ下記の情報を記載してください。

	エネルギー消費
	1.試験事業者名
	


	
	2.試験事業者の住所
	

	
	3.試験場
	□ISO/IEC17025の認定を保持している
□ISO/IEC17025に従って運営されている

	
	3.製造者
試験場の場合
	□監督官庁がサンプリングや分析過程を監視している
□分析と試験の実施の認可を受けている
· サンプリングと分析を含む品質システムを確立しISO9001を
　保持している。
□ISO9001に準じた品質管理システムに則して測定している





	


項目
	基準概要＆記入欄
	適合/不適合
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-1-1.
(1)
	製品の本体質量(本体およびスタンドの合計質量。リモコン等の付属品は含まない)は、表1に適合する
	製品の本体質量
	          kg



	　□　はい
　□　いいえ
	製品の本体質量が記載された取扱説明書、リーフレット、ホームページなどの該当部分の写し
	

	4-1-1.
(2)
	保守部品(製品の機能・性能を維持するために不可欠な補修用部品)の供給期間は当該製品の製造停止後、8年間確保している
	　□　はい
　□　いいえ
	本事項が記載された取扱説明書、リーフレット、ホームページなどの該当部分の写し
	

	4-1-1.
(3)
	修理の受託体制が整備され、機器利用者の依　頼に応じて修理を行っている(リペアシステム)
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	体制の整備として以下の点に関する情報提供　がなされている
　　・修理を受託することの情報提供
　　・修理の範囲（サービス内容）、連絡先など
	　□　はい
　□　いいえ
	本事項が記載された取扱説明書、リーフレット、ホームページなどの該当部分の写し
	

	4-1-1.
(4)
	製品はリサイクルするための分解が可能な設計である(製品設計チェックリストに適合する)
	　□　はい
　□　いいえ
	製品設計チェックリスト（記入表1）
	設計責任者

	4-1-1.
(5)
	家電リサイクル法(特定家庭用機器再商品化法)に基づき、テレビの再商品化等を実施している
家電リサイクル法対象外機器は右記の記入・資料添付は不要です。
	　□　はい
　□　いいえ
	前年度の再商品化率等が記載された説明資料
	

	
	家電リサイクル法対象外のテレビの場合
回収・リサイクルシステムを構築し、保持することが望ましい
家電リサイクル法対象機器は、右記の記入・資料添付は不要です。
	回収・リサイクルシステムの有無
□　有/ □　無

	回収・リサイクルシステムがある場合にはその内容を説明する資料
	

	4-1-1.
(6)
	製品のリサイクル可能率を算出している
	製品1台あたりのリサイクル可能率
	　　　　　　　　　　%



	　□　はい
　□　いいえ
	製品のリサイクル可能率（記入表2）
	設計責任者

	4-1-1.
(7)
	製品の包装材料(包装または梱包)は省資源化に配慮している(包装材料チェックリストに適合する)
	　□　はい
　□　いいえ
	包装材料チェックリスト（記入表2）
	設計責任者

	4-1-2.
(8)
	液晶テレビにあっては、エネルギー消費効率が別表3に示された区分ごとの算定式を用いて算出した以下の数値を上回らない
① 2K未満の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率に133/100を乗じて小数点第2位以下を切り捨てた数値
② 2K以上4K未満の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率の数値
③ 4K以上の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率に141/100を乗じて小数点第2位以下を切り捨てた数値
有機ELテレビにあっては、エネルギー消費効率が別表3に示された区分の算定式を用いて算出した基準エネルギー消費効率に118/100を乗じて小数点第２位以下を切り捨てた数値を上回らない
	区分
	□液晶テレビ(２K)
□液晶テレビ(２K以上4K未満)
□液晶テレビ(4K)
□液晶テレビ

	エネルギー消費効率
	

	基準値
	



	　□　はい
　□　いいえ
	エネルギー消費効率に関する試験結果
	試験機関または製造事業者（試験責任者）

	4-1-2.
(9)
	製品本体に電源スイッチ(スイッチオフにすることで、主機能である画面表示・音声出力が非稼働となるスイッチ)を備えている
	　□　はい
　□　いいえ
	製品の概要図(もしくはデザイン図)
	

	4-1-2.
(10)
	リモコン待機時の消費電力は、0.3W以下である
	リモコン待機時の消費電力
	W


チューナーセパレートタイプについては、リモコン待機時の消費電力は、構成するそれぞれの機器が0.3W以下である
	
	リモコン待機時の消費電力

	ディスプレイ部
	W

	チューナー部
	W



	　□　はい
　□　いいえ
	試験結果
	試験機関または製造事業者（試験責任者）

	4-1-2.
(11)
	製品は、消費電力を低減できる機能（節電機能）として、表2に示す「必須」機能を有し、かつ、表2の工場出荷時設定がなされている
また、「選択」機能を1種類以上有する
	節電機能の種類
	機能
	工場出荷
時設定
	機能の有無

	自動輝度調節機能
	必須
	オン
	□有/□無

	無操作電源オフ機能
	必須
	－
	□有/□無

	無信号電源オフ機能
	必須
	オン
	□有/□無

	人感センサー
	選択
	－
	□有/□無

	節電スイッチ
	選択
	－
	□有/□無

	消費電力レベル表示
	選択
	－
	□有/□無

	高速起動モード
	選択
	オフ
	□有/□無

	外部の接続機器への制御
	選択
	－
	□有/□無

	その他の節電機能
	選択
	－
	□有/□無
機能の名称
[        ]



	　□　はい
　□　いいえ
	説明資料(本事項が記載された取扱説明書、リーフレット、ホームページなどの該当部分の写し等)
	

	4-1-3.
(12)
	製品(リモコン、ケーブル類を含む)における鉛・水銀・カドミウムおよびそれらの化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル(PBB)、ポリブロモジフェニルエーテル(PBDE)の含有率が、改正RoHS指令(2011/65/EU)の ANNEX II(表3)に適合する。ただし、ANNEX IIIに指定されているものは除く。
また、短鎖塩素化パラフィン(鎖状C数が10～13、含有塩素濃度が50%以上)の難燃剤を処方構成成分として添加していない。
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	（確認方法の詳細を以下に記入して下さい）
□JIS Z 7201「製品含有化学物質管理 －原則と指針」に基づいて実施している
□申込者(もしくは製造事業者)が試験によって確認している
□申込者（もしくは製造事業者）が当該物質を含む「グリーン調達基準書」などを作成し、部品供給事業者に含有有無(含有量)を確認している
　グリーン調達基準書の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
　URL(掲載している場合のみ)：　　　　　　　　　　　　　　
　※掲載していない場合には、初回の認定時および基準書の改版時後の申込時に提出して下さい。
□申込者（もしくは製造事業者）が部品供給事業者に対して、当該物質の試験結果の提出を求めている
□その他：[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
	
	
	

	4-1-3.
(13)
	光学パネル(バックライト、ディスプレイパネル等を指し、電子部品・基板、および金属部品は含まない)には、処方構成成分として水銀、鉛およびその化合物を使用しない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	（確認方法の詳細を以下に記入して下さい）
□JIS Z 7201「製品含有化学物質管理 －原則と指針」に基づいて実施している
□申込者(もしくは製造事業者)が試験によって確認している
□申込者（もしくは製造事業者）が当該物質を含む「グリーン調達基準書」などを作成し、部品供給事業者に含有有無(含有量)を確認している
□申込者（もしくは製造事業者）が部品供給事業者に対して、当該物質の試験結果の提出を求めている
□その他：[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
	
	
	

	4-1-3.
(14)
	申込商品の製造にあたって、最終製造工程を行う工場が立地している地域の環境法規等を順守している
	　□　はい
　□　いいえ
	環境法規等順守証明書（記入表4）
	製品組立工場の工場長

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の違反がない。もしくは、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守している
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-3.
(15)
	製品に内蔵する電池は、EU指令2006/66/EC(表4)に適合する
　□ボタン電池　/ □それ以外の電池
	　□　はい
　□　いいえ
□内蔵電池
使用なし
	内蔵電池の使用がある場合、試験結果または電池製造事業者発行の適合証明書
	試験結果または電池製造事業者

	4-1-4.
(16)
	下記の情報を提供している
a) エネルギー消費に関する情報
1) 定格消費電力、リモコン待機時消費電力、および省エネ法対象機器にあっては、年間消費電力量(年間消費電力量測定時の画質設定を含む)、省エネ基準達成率
2) 4-1-2(11)の節電機能に関する説明(省エネに繋がる使い方、設定方法)
b) 特定の化学物質(鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、PBDE)の含有情報がウェブサイトを始めラベル等で容易に確認できること。【グリーン購入法】
c) 使用済み製品の引き取りに関する情報【家電リサイクル法(対象機器に限る)】
	　□　はい
　□　いいえ
	ユーザーへの情報を記載した画面の操作ガイド、取扱説明書、リーフレット、ホームページなどの該当部分の写し
	




５．配慮事項
認定の要件ではないが、製造にあたっては以下に配慮することが望ましい。
	

項目
	基準概要＆記入欄
	

	5.(1)
	25g以上のプラスチック製筐体部品にハロゲンを含むポリマーを使用しないこと。また難燃剤の処方構成成分として、有機ハロゲン化合物を添加していない。
ただし、以下に該当する部品には適用しない。
・ プラスチック材料の物性改善のために使用される有機フッ素系添加剤。ただし、含有量が0.5 重量%を超えない
・ PTFE などのフッ素化プラスチック
・ 再生／再使用プラスチック部品
	□　はい　／　□　いいえ
 
 いいえの場合
	該当する部品の材料数(樹脂のグレード別の数)：
	

	うち、有機ハロゲン系化合物の使用がある材料数
(適用除外を除く)：
	



	

	5.(2)
	製品に使用される鉱物資源のうちスズ、金、タンタル、タングステンについて、原産国および調達先を確認している（紛争鉱物）
	□　はい　／　□　いいえ
	

	5.(3)
	印刷工場の立地
	□　日本　／　□　海外　
	

	
	a. 古紙リサイクルに支障をきたさない製本形態である
ただしホットメルト接着剤の使用を認める。
	□　はい　／　□　いいえ
	

	
	b. 使用用紙のパルプ漂白工程で塩素ガスを使用していない
	□　はい　／　□　いいえ
	

	
	c. 使用用紙の古紙パルプ配合率が70％以上であること（d. 海外製造の場合、古紙パルプ配合率が30%以上であること）
	□　はい　／　□　いいえ
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